
災害時の放送継続のため、地上基幹
放送事業者等の放送局等の耐災害性
強化の整備費用の一部を補助します。

難聴解消のための中継局整備を行
う民放ラジオ放送事業者等に対し、
支援を実施します。

【令和３年度予算額：０．４５億円】 【令和３年度予算額：３億円】

＜お問い合わせ先＞ 放送部 放送課 06-6942-8568

放送ネットワークの強靭化

地上基幹放送等に関する

耐災害性強化支援事業
民放ラジオ難聴解消支援事業

地上基幹放送ネットワーク整備事業 【令和３年度予算額：２．３３億円の内数】

ラジオ等の新規整備に係る予備送信所設備、
災害対策補完送信所、緊急地震速報設備等の
整備費用の一部を補助します。

国民生活に密着した情報や災害時情報の提供を確保するため、放送ネットワークの強
靱化や中波（ＡＭ）放送の難聴対策を行う自治体、放送事業者等を支援しています。
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長浜市

米原市

彦根市

多賀町甲良町
豊郷町

愛荘町

東近江市

近江八幡市

竜王町
野洲市

日野町

甲賀市

湖南市

守山市

草津市栗東市

大津市

高島市

伊根町

京丹後市 宮津市

与謝野町

舞鶴市

福知山市 綾部市

南丹市

京丹波町

京都市

亀岡市

向日市

長岡京市
大山崎町

八幡市

宇治市

城陽市
京田辺市

宇治田原町

和束町井手町

南山城村
笠置町

木津川市
精華町

久御山町

豊岡市

香美町

新温泉町

養父市

朝来市

神河町

多可町

西脇市

宍粟市

姫路市

福崎町

市川町

加西市 加東市

明石市

稲美町

三木市

小野市

加古川市

播磨町

高砂市

太子町

たつの市

相生市
赤穂市

上郡町

佐用町

姫路市

淡路市

洲本市

南あわじ市

丹波市

丹波篠山市

猪名川町

川西市
宝塚市

伊丹市

尼崎市
西宮市

芦屋市神戸市

三田市

大阪市

大東市

堺市

松原市

羽曳野市

藤井寺市

大阪狭山市
富田林市

和泉市
岸和田市

高石市
泉大津市

忠岡町

河内長野市

泉佐野市
貝塚市

熊取町

泉南市
阪南市

岬町

田尻町

東大阪市

八尾市

柏原市

太子町

河南町

千早赤坂村

豊中市
吹田市

摂津市
守口市

寝屋川市

門真市四條畷市

交野市
枚方市

高槻市
茨木市

箕面市

豊能町

能勢町

池田市

島本町

生駒市
奈良市

山添村
平群町大和郡山市

天理市

桜井市 宇陀市 曽爾村

御杖村

東吉野村

明日香村

御所市

橿原市
大和高田市

葛城市

香芝市 田原本町広陵町

斑鳩町
安堵町
川西町
三宅町

河合町
王寺町

三郷町

上牧町

川上村

五條市
天川村

野迫川村

十津川村
下北山村

上北山村

高取町

吉野町大淀町

下市町

黒滝村

橋本市

九度山町

高野町

かつらぎ町
紀の川市

岩出市
和歌山市

海南市 紀美野町

有田川町
有田市

湯浅町

広川町由良町
日高川町

日高町

美浜町
御坊市

印南町 みなべ町

田辺市

上富田町

白浜町

すさみ町

串本町

古座川町

那智勝浦町

新宮市

新宮市（飛地）

北山村（和歌山県）

太地町

琵琶湖

基幹放送局による整備（国の補助事業を活用）

地上基幹放送等に関する耐災害性強化支援事業

民放ラジオ難聴解消支援事業

放送ネットワーク整備支援事業
[過去の補助事業(地域公共ネットワーク整備事業)含む]

「補助事業の凡例」

BBC
Ｒ元 予備電源強化

WBS
H26､27、28 FM補完中継局
（和歌山局、御坊局、田辺局、
九度山局、串本局、新宮局）

エフエム滋賀
Ｒ元 中継局
（長浜局）

エフエム滋賀
H25補 予備送信設備

CRK
H25補 予備送信所整備

TVN
H25補 予備中継回線設備

KBS
H28 予備中継回線設備

WTV
H28 予備放送設備

FM８０２
H29 予備中継回線設備

長岡京市（FMおとくに）
Ｒ元 予備中継回線設備

MBS、ABC、OBC
H26 FM補完中継局

（大阪局）

兵庫県香美町
H28 受信障害

対策中継局

エフエムあやべ
Ｈ28 中継局整備

（浅根山局、君尾山局）

CRK
H29 FM補完中継局
（神戸局、姫路局）

たんばコミュニティネットワーク
H28 中継局整備

（イタリ山局）

KBS
Ｈ29 FM補完中継局

（京都局）

TVO
H25補 予備送信所整備

エフエム滋賀
R２ 予備中継回線強化

西宮市（さくらFM）
H29 中継局整備

（生瀬局）

＜お問い合わせ先＞
放送部 放送課

06-6942-8568
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＜お問い合わせ先＞ 放送部 有線放送課 06ｰ6942ｰ8571

ケーブルテレビネットワークの強靭化

ケーブルテレビネットワークの強靱化のため、下記の施設等の整備費用の一部を補助します。
① ネットワークの２ルート化(無線化を含む)、監視制御機能の強化等
② 条件不利地域における「２ルート化と同時に行う」老朽化した既存幹線の更新

＜補助率＞ ■ 地方公共団体：１／２ ■ 第三セクター、ケーブルテレビ事業者等：１／３

（条件不利地地域※に限る）
※ 条件不利地域・・・離島、豪雪地帯、辺地、山村、半島、特定農山村、過疎地域

タップオフ

アンプ

加入者宅・公民館
CATV局舎

(送出装置・ヘッドエンド)

2ルート化

既
存
幹
線

PS
光ノード

PS

無線化

老朽化した既存幹線の更新

自主放送・地上波再放送

遠隔監視制御機能を整備

【令和３年度予算額：２．３３億円の内数】地域ケーブルテレビネットワーク整備事業

激甚化する自然災害等への課題に対処し、ポストコロナにおける「新たな日常」の定着
に資するため、ケーブルテレビネットワークの光化による耐災害性強化を支援します。
（令和3年度から３か年計画）
＜補助率＞ ■ 市町村、市町村の連携主体：１／２ ■ 第三セクター：１／３

【令和３年度予算額：１１億円】

「新たな日常」の定着に向けたケーブルテレビ光化による耐災害性強化事業

国民生活に密着した情報や災害時情報の提供を確保するため、ケーブルテレビネット
ワークの強靱化を行う自治体、ケーブルテレビ事業者等を支援しています。
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長浜市

米原市

彦根市

多賀町甲良町
豊郷町

愛荘町

東近江市

近江八幡市

竜王町
野洲市

日野町

甲賀市

湖南市

守山市

草津市栗東市

大津市

高島市

伊根町

京丹後市 宮津市

与謝野町

舞鶴市

福知山市 綾部市

南丹市

京丹波町

京都市

亀岡市

向日市

長岡京市
大山崎町

八幡市
宇治市

城陽市
京田辺市

宇治田原町

和束町井手町

南山城村
笠置町

木津川市
精華町

久御山町

豊岡市

香美町

新温泉町

養父市

朝来市

神河町

多可町

西脇市

宍粟市

姫路市

福崎町

市川町

加西市 加東市

明石市

稲美町

三木市

小野市

加古川市

播磨町

高砂市

太子町

たつの市

相生市
赤穂市

上郡町

佐用町

姫路市

淡路市

洲本市

南あわじ市

丹波市

丹波篠山市

猪名川町

川西市
宝塚市

伊丹市

尼崎市
西宮市

芦屋市神戸市

三田市

大阪市

大東市

堺市

松原市

羽曳野市

藤井寺市

大阪狭山市
富田林市

和泉市
岸和田市

高石市
泉大津市

忠岡町

河内長野市

泉佐野市
貝塚市

熊取町

泉南市
阪南市

岬町

田尻町

東大阪市

八尾市

柏原市

太子町

河南町

千早赤坂村

豊中市吹田市

摂津市
守口市

寝屋川市

門真市四條畷市

交野市
枚方市

高槻市
茨木市

箕面市

豊能町

能勢町

池田市

島本町

生駒市
奈良市

山添村
平群町大和郡山市

天理市

桜井市
宇陀市 曽爾村

御杖村

東吉野村

明日香村

御所市

橿原市
大和高田市

葛城市

香芝市 田原本町広陵町

斑鳩町
安堵町
川西町
三宅町

河合町
王寺町

三郷町

上牧町

川上村

五條市
天川村

野迫川村

十津川村

下北山村

上北山村

高取町

吉野町大淀町

下市町

黒滝村

橋本市

九度山町

高野町

かつらぎ町
紀の川市

岩出市
和歌山市

海南市 紀美野町

有田川町
有田市

湯浅町

広川町由良町
日高川町

日高町

美浜町
御坊市

印南町 みなべ町

田辺市

上富田町

白浜町

すさみ町

串本町

古座川町

那智勝浦町

新宮市

新宮市（飛地）

北山村（和歌山県）

太地町

琵琶湖

ケーブルテレビ事業者による整備（国の補助事業を活用）

地域ケーブルテレビネットワーク整備事業

ケーブルテレビ事業者の光ケーブル化に関する緊急対策事業

補助事業の凡例

こまどりケーブル(株)
H30 光ケーブル化

こまどりケーブル(株)
R元 光ケーブル化

南丹市
H28 ネットワーク整備

白浜町
H28 ネットワーク整備

宇陀市､こまどりケーブル(株)
H28 ネットワーク整備

こまどりケーブル(株)
H25 ネットワーク整備

＜お問い合わせ先＞ 放送部 有線放送課 06ｰ6942ｰ8571 33
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ケーブルテレビネットワーク光化推進事業

黒滝村、こまどりケーブル(株)
H29 ネットワーク光化

こまどりケーブル(株)
H30 ネットワーク光化



＜お問い合わせ先＞ 放送部 放送課 06-6942-8568
放送部 有線放送課 06-6942-8571

コミュニティ放送の電波が届きにくい場所などへの災害情報等の伝達を行うため、コミュニ
ティ放送局とサービスエリアが一部重なるケーブルテレビ事業者が連携することが有効と考
えられることから、このために必要な連携体制の構築等を支援しています。

コミュニティ放送局の活用促進

被災又はその恐れがある地域・住民向けに発せられる災害情報等が確実に伝わるよう、
地域密着型のコミュニティ放送局（ＦＭラジオ）と自治体やケーブルテレビ事業者との連
携体制の充実・強化を図っています。
また、自治体からの災害情報を迅速に提供するためのコミュニティ放送用設備の整備を支

援しています。

コミュニティ放送局とケーブルテレビ事業者との連携

＜対象となる市町村※＞
（滋賀県）彦根市
（京都府）京都市、宇治市、長岡京市
（兵庫県）加古川市、三木市

※ コミュニティ放送が開設されている市町村のうち、次の 各号のいず
れにも該当する地域を指します

一 市町村防災行政無線（同報系）が未整備の地域
二 自動起動ラジオ（コミュニティ放送に付加される信号によって制

御されるラジオ）が未配備の地域

コミュニティ放送事業者が行う、自動読上装置（災害情報や避難情報などの市町村
から提供される重要な情報を即時に提供するための装置）等の整備を支援します。

＜負担割合＞

【令和３年度予算額：２．３３億円の内数】

災害情報等放送・伝送システム整備事業

コミュニティ放送局と自治体との連携

自治体が行う災害情報等の伝達手段の確保に向けて、コミュニティ放送局の活用が有
効と考えられることから、このために必要な連携体制の構築等を支援しています。
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番号 府県 市町村 コミュニティ放送事業者 ケーブルテレビ事業者

10

兵庫県

西宮市 さくらＦＭ ベイ・コミュニケーションズ

11 宝塚市 エフエム宝塚 ベイ・コミュニケーションズ

12 姫路市 姫路シティFM21 姫路ケーブルテレビ

13 加古川市 BAN-BANネットワークス BAN-BANネットワークス

14 奈良県 奈良市 奈良シティエフエムコミュ
ニケーションズ こまどりケーブル

15

和歌山県

和歌山市 エフエム和歌山 ジェイコムウエスト

16 田辺市 FM TANABE サイバーリンクス

17 白浜町 南紀白浜コミュニティ放送 全関西ケーブルテレビジョン

（令和３年6月末現在）

長浜市

米原市

彦根市

多賀町甲良町
豊郷町

愛荘町

東近江市

近江八幡市

竜王町

野洲市

日野町

甲賀市

湖南市

守山市

草津市栗東市

大津市

高島市

伊根町

京丹後市 宮津市

与謝野町

舞鶴市

福知山市 綾部市

南丹市

京丹波町

京都市

亀岡市

向日市

長岡京市
大山崎町

八幡市
宇治市

城陽市
京田辺市

宇治田原町

和束町井手町

南山城村
笠置町

木津川市
精華町

久御山町

豊岡市

香美町

新温泉町

養父市

朝来市

神河町

多可町

西脇市

宍粟市

姫路市

福崎町

市川町

加西市 加東市

明石市

稲美町

三木市

小野市

加古川市

播磨町

高砂市

太子町

たつの市

相生市
赤穂市

上郡町

佐用町

姫路市

淡路市

洲本市

南あわじ市

丹波市

丹波篠山市

猪名川町

川西市
宝塚市

伊丹市

尼崎市
西宮市

芦屋市神戸市

三田市

大阪市

大東市

堺市

松原市

羽曳野市

藤井寺市

大阪狭山市
富田林市

和泉市
岸和田市

高石市
泉大津市

忠岡町

河内長野市

泉佐野市
貝塚市

熊取町

泉南市

阪南市
岬町

田尻町

東大阪市

八尾市

柏原市

太子町

河南町

千早赤坂村

豊中市吹田市
摂津市
守口市

寝屋川市

門真市四條畷市

交野市

枚方市

高槻市
茨木市

箕面市

豊能町

能勢町

池田市

島本町

生駒市
奈良市

山添村
平群町 大和郡山市

天理市

桜井市 宇陀市 曽爾村

御杖村

東吉野村

明日香村
御所市

橿原市

大和高田市

葛城市

香芝市 田原本町広陵町

斑鳩町
安堵町
川西町
三宅町河合町

王寺町
三郷町

上牧町

川上村

五條市

天川村

野迫川村

十津川村
下北山村

上北山村

高取町

吉野町大淀町

下市町

黒滝村

橋本市

九度山町

高野町

かつらぎ町
紀の川市

岩出市
和歌山市

海南市 紀美野町

有田川町
有田市

湯浅町

広川町由良町
日高川町

日高町

美浜町
御坊市

印南町 みなべ町

田辺市

上富田町

白浜町

すさみ町

串本町

古座川町

那智勝浦町

新宮市

新宮市（飛地）

北山村（和歌山県）

太地町

②

③

④

⑤

⑦

⑧
⑨

⑩
⑬

⑭
⑥

⑰

琵琶湖

コミュニティ放送局とケーブルテレビとの連携（再放送）状況

＜コミュニティ放送局の再放送がケーブルテレビで行われている市町村＞

＜お問い合わせ先＞
放送部 有線放送課
06ｰ6942ｰ857１

⑮

⑫
⑪

※表内の市町村に隣接する市町村においても再放送が実施されている場合があります。
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番号 府県 市町村 コミュニティ放送事業者 ケーブルテレビ事業者

１ 滋賀県 東近江市 びわ湖キャプテン 東近江ケーブルネットワーク

２ 京都府 京丹後市 京丹後コミュニティ放送 全関西ケーブルテレビジョン

３

大阪府

守口市 エフエムもりぐち ジェイコムウエスト

４ 箕面市 箕面ＦＭまちそだて ジェイコムウエスト

５ 大阪市北区 エフエム・キタ ベイ・コミュニケーションズ

６ 八尾市 やおコミュニティ放送 ジェイコムウエスト

７ 岸和田市 ラチ”オきしわだ テレビ岸和田

８
兵庫県

尼崎市 尼崎市文化振興財団 ベイ・コミュニケーションズ

９ 伊丹市 伊丹まち未来 ベイ・コミュニケーションズ

①

⑯



臨時災害放送局の開設に備えた準備の促進

 災害発生時、被災地の地方公
共団体等が開設する臨時かつ一時
の目的のためのＦＭ放送局のこと。

 開設の際には「臨機の措置」とし
て電話（口頭）により申請し、免許
を受けることができます。

 阪神・淡路大震災の経験等を踏
まえて平成7年2月に制度化し、その
際には兵庫県が、また、平成26年9
月の丹波豪雨災害においては、兵
庫県丹波市が開設しました。

臨時災害放送局とは

災害時には、住民への情報提供手段として、自治体による臨時災害放送局の開設は効
果的です。そのため、当局が所持する設備を無償で貸出したり、利用する周波数選定など
開設のために必要な準備を進めています。
また、臨時災害放送局の開設を想定した自治体の設置・運用訓練を支援しています。

送信部・音声調整装置 アンテナ部

臨時災害放送局用設備は災害発生時に必要な自治体に対して無償で貸し出します。

≪送信機・音声調整装置の仕様≫

「臨時災害放送局用設備（ＦＭ放送）」の概要

送信部諸元（超短波帯（ＦＭ）送信機）
外形重量 幅540mm 高320mm 奥行660mm 30kg
送信可能周波数 76.1～94.9MHz
送信出力 10W～100W

空中線系
ダイポールアンテナ２種、八木アンテナ（３素子）１種、伸縮マ
スト（1.3m～6m）、同軸ケーブル20m、ダミー抵抗（連続
使用125W 自然空冷式）

音声調整装置諸元
外形重量 幅540mm 高320mm 奥行660mm 30kg

音声ミキサ （音声リミッタ付き）ＣＤプレーヤー、ＵＳＢポート、
6chミキシング入力端子

付属装置 マイクロフォン（スタンド付）、ヘッドフォン等

「臨時災害放送局用設備（FM放送）」の貸出等

＜お問い合わせ先＞ 放送部 放送課 06-6942-856836

あたりまえのミライを守る



南海トラフ大地震の発生に備えて、和歌山県沿岸部のうち12市町村においてシミュレー
ションを実施し、同時開局を可能とする周波数を選定しました（注）。

これを踏まえて、実施調査が可能な市町村から実聴可能エリアや地理的条件等に適した
空中線等の選定調査を進めています。

また、調査対象地域の拡大に向けて検討を行います。

シミュレーション・机上検討 実地調査
開設される自治体の庁舎等を送信場所

と想定し、行政区域内を効率的にカバー可
能な周波数、放送エリア等を検討

検討結果に基づき、現地の複数地点で実験
試験局による電波伝搬調査を実施。

出力の違いや指向特性の異なるアンテナ等を
用いて効率的な伝搬方法を調査します。

調査、検証結果等について自治体と共有

作成、検証の
作業を重ね
精度を向上

注：一部自治体間において同時開局できない地域があります。

臨時災害放送局の同時多数開局シミュレーション、実地調査の実施

＜お問い合わせ先＞ 放送部 放送課 06-6942-8568

＜訓練、実地調査の実績（令和元年度及び２年度）＞

＜和歌山県＞ ＜滋賀県＞

Ｒ2.11 海南市（下津地区）

Ｒ2.11 甲賀市（信楽地区）Ｒ2.2 有田郡広川町

Ｒ2.2 新宮市

Ｒ元.10 海南市
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＜お問い合わせ先＞ 無線通信部 陸上第二課 06-6942-8558

防災行政無線のデジタル化の推進

デジタル移動無線システム デジタル同報無線システム

１．データ通信が可能
２．携帯電話のような通話が可能（※）
３．基地局エリア外で移動局間の複信通信が可能（※）
４．統制局にて多様なネットワークと接続が可能（※）

特 徴

※ 低廉化デジタル方式を除く。

１．データ通信が可能
２．多チャンネル化が可能（※）
３．市町村と関係施設の通信が可能
４．デジタル音声処理や次世代スピーカーとの組み合わせ

による高品質な音声伝送が可能

特 徴

デジタル防災行政無線のイメージ

（令和3年６月末現在）
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・ 整備期間：令和３年度～令和７年度
・ 整備対象：同報系防災行政無線のデジタル化や個別受信機（親局と一体の整備）

の整備 ※個別受信機を単体で整備する場合は、特別交付税措置の対象

防災行政無線は、被災時に自治体と住民、防災関係組織相互間の災害情報伝達
の重要な手段となります。防災行政無線のより一層の整備を図るとともに、デジタル方式
の導入により、多チャンネル化や画像伝送等が可能となります。

同報系防災行政無線整備のための地方財政措置

※ 整備数は、同報系または移動系により整備されたもので、デジタル設備には代替MCAを含む。

緊急防災・減災事業債

府県 自治体数 整備
自治体数

同報系のみ 移動系のみ 同報系・移動系併設

デジタル アナログ デジタル アナログ デジタル アナログ
滋賀県 19 17 5 １ 3 1 6 1
京都府 26 26 7 0 6 3 8 2
大阪府 43 43 4 1 0 0 38 0
兵庫県 41 37 18 2 3 2 7 5
奈良県 39 33 6 2 6 3 13 ３

和歌山県 30 30 3 3 0 0 15 ９
管内合計 198 186 43 9 18 9 87 20

自治体における防災行政無線の整備状況

あたりまえのミライを守る



＜お問い合わせ先＞ 無線通信部 陸上第二課 06-6942-8558

市町村防災行政無線の整備状況

琵琶湖
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長浜市

米原市

彦根市

多賀町
甲良町

豊郷町

愛荘町

東近江市

近江八幡市

竜王町

野洲市

日野町

甲賀市

湖南市

守山市

草津市
栗東市

大津市

高島市

伊根町

京丹後市 宮津市

与謝野町

舞鶴市

福知山市
綾部市

南丹市

京丹波町

京都市

亀岡市

向日市

長岡京市

大山崎町

八幡市

久御山町 宇治市

城陽市

京田辺市

宇治田原町

和束町・井手町

南山城村
笠置町木津川市精華町

豊岡市

香美町

新温泉町

養父市

朝来市

神河町

多可町

西脇市

宍粟市

姫路市

福崎町

市川町

加西市 加東市

明石市

稲美町

三木市

小野市

加古川市

播磨町

・高砂市

太子町

たつの市

相生市

赤穂市

上郡町

佐用町

姫路市

淡路市

洲本市

南あわじ市

丹波市

丹波篠山市

猪名川町

川西市

宝塚市

伊丹市

尼崎市

西宮市

芦屋市
神戸市

三田市

生駒市

奈良市 山添村
平群町大和郡山市

天理市

桜井市 宇陀市
曽爾村

御杖村

東吉野村

明日香村

御所市

橿原市

大和高田市

葛城市

香芝市 田原本町広陵町

斑鳩町
安堵町
川西町
三宅町

河合町
王寺町

三郷町

上牧町

川上村
五條市

天川村

野迫川村

十津川村
下北山村

上北山村

高取町

吉野町大淀町

下市町

黒滝村

橋本市

・九度山町

・高野町

かつらぎ町

紀の川市

岩出市

和歌山市

海南市 紀美野町

有田川町

・有田市

湯浅町

広川町
由良町

日高川町
日高町

美浜町
御坊市

印南町 みなべ町

田辺市

上富田町

・白浜町

すさみ町

串本町

古座川町

那智勝浦町

新宮市

新宮市

北山村

太地町

M

M
M

M

M

・大阪市

・大東市

堺市

松原市

羽曳野市

藤井寺市

大阪狭山市

富田林市

和泉市
岸和田市

高石市

泉大津市

忠岡町

河内長野市

泉佐野市

貝塚市
熊取町

泉南市

阪南市

岬町

田尻町

東大阪市

八尾市

柏原市

太子町

・河南町

千早赤坂村

豊中市吹田市
摂津市

守口市
寝屋川市

門真市 四條畷市

交野市

枚方市

高槻市

茨木市

箕面市

豊能町

能勢町

池田市

M

M

島本町

M

M

M
M

M

M

M

M

MM

M

M

M

MMM

M

MM

M

M

M

M

M

M

M

M

M

M

M

M

M

M
M

M

M

M

A

A

A

A

A

A

A A

A

A

A

A A

A

A

A

A

A

A
A

A A

A

A

A

A A

A
A
AA

A

A

A

A A

A

A

A

A A

A

A

A

A

A

A

A A

A

A

A

A
AA

A

A

A

AA

A

A A

A

A

A
A

A

A
A

A

A

A

A A

A

A

AA

A

A

A

A

A A

A

A A

A A

A

A

A A

A

A A

A A

A A

A A

A A

A A

A A

A A

A A

A

同報系デジタル＋移動系デジタル

同報系デジタル

移動系デジタル

同報系アナログ

移動系アナログ

MCA

代替CATV

代替その他システム

自治体名は同報系デジタル化へ整

備中又は計画あり

A

A

M

代

代

代

代

Ｃ

代

Ｃ

Ｃ

代

代

A

A

Ｃ

Ｃ

Ｃ

Ｃ

・

代

代

代

（令和3年6月末現在）
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＜お問い合わせ先＞ 情報通信部 電気通信事業課 06-6942-8518

災害により携帯電話サービスに障害が発生したエリアについて、携帯電話事業者と連携・
調整して早期復旧を図ることにより、携帯電話サービスが使えない地域の早期解消に努め
ます。

被災者が避難所でインターネットを利用可能となるように、通信事業者と連携・調整して、
Wi-Fiアクセスポイントの早期設置（事業者による提供）を進めることにより、通信の確保
を図ります。

通信事業者と連携した被災地での通信手段の確保

通信事業者と連携して、サービス障害が発生したエリアの早期復旧に努めるとともに、避
難所でのフリーWi-Fiの提供など被災地での通信確保に努めます。

携帯電話サービスエリアの早期復旧

避難所における通信（Wi-Fi）の提供

携帯電話サービスエリア早期復旧イメージ

障害
発生

被災エリア

携帯電話事業者

障害
発生

連携・調整

避難所
避難所

Wi-Fi
Wi-Fi

避難所へのWi-Fi提供イメージ

通信事業者

連携・調整

被災エリア
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Lアラートとは、地方公共団体、ライフライン事業者等が発信した災害関連情報を集約し、
迅速かつ確実にテレビ・ラジオやネット等の多様なメディアを通じて配信する共通基盤です。

情報発信者
滋賀県、京都府（各市町村）、 ㈱長田野ガスセンター、大阪府、大阪市、関西電力
送配電㈱、大阪瓦斯㈱、河内長野ガス㈱、西日本電信電話㈱、国土交通省近畿地
方整備局、兵庫県（各市町村）、豊岡エネルギー㈱、奈良県、御所市、桜井ガス㈱、
大和ガス㈱、奈良交通㈱、和歌山県、新宮ガス㈱

特定情報伝達者 テレビ放送事業者 びわ湖放送㈱、 ㈱京都放送、朝日放送テレビ㈱、関西テレビ放送㈱、テレビ大阪㈱、
㈱毎日放送、読売テレビ放送㈱、奈良テレビ放送㈱、テレビ和歌山㈱ 等

広域ラジオ放送事業者 ㈱エフエム滋賀、㈱エフエム京都、朝日放送ラジオ㈱、 ㈱エフエム大阪、 ㈱FM802、 大阪
放送㈱、兵庫エフエム㈱、 ㈱ラジオ関西、 ㈱和歌山放送 等

コミュニティ放送事業者 ㈱FMおおつ、特定非営利活動法人京丹後コミュニティ放送、特定非営利法人京都コミュニ
ティ放送、やおコミュニティー放送㈱、伊丹コミュニティー放送㈱ 等

有線放送事業者 東近江ケーブルネットワーク㈱、京丹波町（京丹波町ケーブルテレビ）、㈱オプテージ、㈱ジェ
イコムウエスト、㈱明石ケーブルテレビ、姫路ケーブルテレビ㈱、吉野町（コミュニティビジョン吉
野）、近鉄ケーブルネットワーク㈱ 等

新聞社 ㈱京都新聞社、㈱読売新聞大阪本社、 ㈱神戸新聞社

一般情報伝達者 大津市、甲賀市、福知山市、八幡市、枚方市、国土交通省近畿地方整備局、神戸市、
伊丹市、 丹波市、川上村、下市町、和歌山県

近畿管内のＬアラートサービス利用者一覧

＜お問い合わせ先＞ 防災対策推進室 06-6942-8504

災害時に必要な情報の迅速な集約と配信（Lアラート）

災害時の避難勧告・指示等の情報や、各種のライフライン情報は、Lアラートを介して集
約され、多様なメディアを通じて住民に伝達されています。
今後とも、生活支援情報の発信を充実させるため、情報発信者を増やす取組を進めて

いきます。

近畿管内のＬアラート
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災害発生

関係機関等

ＭＣＡ

簡易無線
被災地

貸出指示

総務省
総合通信局等

被災地へ
運搬

災害対策本部等

貸出要請

最寄りの
配備拠点等

①

②
③

河川の
状況は？

氾濫して
ません。

準備完了
です。

了解。

簡易無線

生活物資の調達等の
連絡手段として使用

MCA

災害復旧現場や現地災害対策
本部との間の連絡手段として
使用（復旧状況把握、現場作業
連絡、被災者安否確認等）

衛星携帯電話

災害時の連絡手段として活用

衛星携帯電話

移動通信
機器

衛星携帯電話
通常の携帯電話では通話が
困難な地域での利用が可能

簡易無線
1km～5km程度の

通話が可能

MCA無線
中継局を中心に半径

30km程度の通信が可能

ICTユニット
迅速にＷi-Fi環境の構築

が可能な通信設備

近畿配備 12台 15台 5台 1台

全国配備 300台 900台 280台 8台

移動電源車 近畿１台 全国 ９台
可搬型発電機 近畿４台 全国36台 臨時災害放送局用設備 近畿１台 全国11台

移動電源車（車両に発電
機を搭載、燃料ガソリン）

可搬型発電機（上段：燃料
ガソリン、下段：燃料LPガス） 送信部・音声調整装置 アンテナ部

災害が発生した
場合に、被災地の
地方公共団体等が
開設する臨時かつ
一時の目的のため
のＦＭ放送局。

被災地住民に災
害情報や生活支
援情報を伝達する。

災害発生時には、被災自治体へのリエゾン*の派遣やプッシュ型を含めた災害対策用
移動通信機器（衛星携帯電話、簡易無線、ＭＣＡ無線）、 ICTユニット、移動電源
車、可搬型発電機及び臨時災害放送局用設備の搬送・貸与を通じて、災害時の情報
伝達に必要な通信手段確保のための支援を行なっています。

＜お問い合わせ先＞ 防災対策推進室 06-6942-8504（臨時災害放送局用設備を除く支援機材）

放送部放送課 06-6942-8566（臨時災害放送局用設備）

災害対策用支援機材

＊災害発生時に現地災害対策本部等において、関係機関との連絡・調整を通じ、災害情報収集や
災害対策の支援を行う要員。

災害時における支援機材を活用したプッシュ型支援の強化

平成28年4月
熊本地震

熊本県高森町 移動電源車 1台
京都府亀岡市 衛星携帯電話 2台

平成29年7月
九州北部豪雨

福岡県東峰村
衛星携帯電話 2台、簡易無線 4台、ICTユニット 1台

平成29年10月
台風21号

滋賀県高島市 衛星携帯電話 5台

平成30年7月
豪雨

兵庫県宍粟市 衛星携帯電話 3台、簡易無線 6台
岡山県 衛星携帯電話 2台、ICTユニット1台
徳島県三好市 衛星携帯電話 1台

平成30年9月
台風21号

大阪府和泉市、大阪府岸和田市、大阪府貝塚市、
和歌山県有田川町 移動電源車 1台
和歌山県 衛星携帯電話 13台

令和元年10月
台風19号

長野県長野市 移動電源車 1台

通信機器の支援イメージ

（通信機器の充電の様子）

無線機や携帯電話の充電に使用可能
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庁舎
課題：通信環境が不十分（ない）

被災

ICTユニット

音声通話

外部拠点
ex.県災害対策本部

衛星携帯電話

災害対策本部
＠臨時代替庁舎

移転

外部回線を活用
した庁舎間通話特徴：

ワンボタンで起動

IP電話 FAX 職員のスマートフォン

ユニット単独の
庁舎内通話

×
甲賀市信楽市民セン
ターでの訓練の様子

滋賀県甲賀市信楽市民
センター東側入口前に設
置した衛星携帯電話

ICTユニット本体

ICTユニットによる通話訓練

ICTユニットは、被災地における応急・復旧活動に必要な通信手段の確保のため、迅速
にWi-Fi環境の構築が可能なアタッシュケース型通信設備です。自治体等からの要請に
応じて速やかに搬入を行い、通信ネットワークの復旧支援を実施します。

＜お問い合わせ先＞ 防災対策推進室 06-6942-8504

ＩＣＴユニットの特徴

ＩＣＴユニットの想定利用例

災害時におけるWi-Fi環境の迅速な構築（ICTユニット）
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地上の輸送ルートが途絶した場合を想定し陸上自衛隊八尾駐屯地（大阪府八尾市）において空路に
よる人員及び通信機材の搬送訓練及び空路搬送した機材を用いての通信回線構築訓練を陸上自衛隊
第３師団と協同で実施しています。

令和２年３月、陸上自衛隊中部方面隊第３師団との間で「災害時等の相互協力に関
する協定」を締結し、迅速な支援活動体制を整えています。
また、災害発生時に備え、相互協力につながる情報交換や孤立地域への支援機器搬送を

想定した協同訓練等を実施しています。

令和2年11月15日に実施された滋賀県甲賀市総合防災訓練に参加し、ICTユニットと衛星携帯電
話を活用した通話訓練、臨時災害放送局設備と移動電源車による開設運用訓練を支援しました。

自治体等が実施する防災訓練等において、災害対策
用支援機器の搬入・設営・運営を行い災害時に備えた
取組を支援しています。

対策本部訓練の様子 通話訓練の様子を取材 臨時災害放送局設備へ電
源供給している移動電源車

令和2年11月4日に和歌山県海南市とともに災害対策用移動
通信機器及びICTユニット等の搬入、設営及び実地通信の訓練を
行いました。

海南市職員との訓練の様子

＜お問い合わせ先＞ 防災対策推進室 06-6942-8504

非常時に備えた関係機関との連携強化

自衛隊との相互協力の推進

自治体等との連携強化に向けた取組

【陸上自衛隊第３師団との協同訓練（場所：陸上自衛隊八尾駐屯地）】

【海南市への支援機器運搬（場所：海南市役所）】

【甲賀市総合防災訓練（場所：信楽地域市民センター）】

国、自治体の実施する防災訓練等への積極的な参加を通して、関係機関との連携強化
を図っています。また、災害発生時に迅速かつ円滑に災害対策用移動通信機器等の運用
ができるように、自治体等と搬送や操作方法の習熟訓練を実施しています。

令和２年２月に実施した陸上自衛隊八尾駐屯地における協同訓練の様子
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講演の模様 臨時災害放送局用設備の展示

令和2年12月4日、大阪市内において「防災情報通信セミナー2020」を開催し、地方
自治体や民間企業の防災担当者等約60名が参加しました。
セミナーでは、講演会と展示会を実施し、展示会では、発災時に有効な最新の防災情

報伝達システムや各種防災機器等を展示し、防災・減災対策の整備に参考となる情報
を提供しました。

防災・減災に関する周知啓発活動

災害情報や支援情報を確実に伝達するための有効な手段や課題について、理解を深
め、今後の防災・減災のための取組に活かすことを目的に、毎年、「防災情報通信セミ
ナー」を開催しています。
また、関係団体が実施する防災イベントの機会を利用し、災害時の支援施策の紹介を

実施しています。

防災情報通信セミナーの開催

＜お問い合わせ先＞ 防災対策推進室 06-6942-8504

防災関係イベントへの参加

第7回震災対策技術展（令和2年10月14日、15日）及び防犯防災総合展
(令和2年10月29日、30日）に参加し、総務省の災害時の取組について講演を行
ないました。また、災害対策用支援機器を紹介する展示ブースを出展し、多数の方に
災害時支援の取組を紹介しました。

講演の模様 展示ブース
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災害発生時に通信を確保するための非常通信ルートは近畿地方非常通信協議会で
現在1100ルート策定しています。

特に、南海トラフ巨大地震被害等が想定される地域の131ルートを重点的に実地点
検し、自治体等関係者と非常通信ルートの見直しや非常通信訓練を実施しています。

現状ルート

改善提案ルート

被災自治体

府県庁災害対策本部

中継点A

中継点ａ
中継点B

被災するリスク
高く中継点とし

て不安

耐震化など対策
が図られている

建物。
（場合によって
は県外施設も）

徒歩での
連絡困難

無線化

見直し例

＜お問い合わせ先＞ 無線通信部 陸上第二課 06-6942-8558

徒歩（使走）区間

徒歩（使走）区間

近畿地方非常通信協議会との連携と確実な非常通信ルートの確保

陸上の非常通信確保の促進

131ルートの点検結果 徒歩ルートを無線化した場合の予測

改
善

津波○：現状で対応可 津波△：障害があるが通信可 津波×：通信困難 その他：廃止変更予定など

（R2.12月現在、実際に改修が進んでいます。）
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非常通信協議会は、昭和26年7月に電波法74条に基づく非常通信の円滑な運用を
はかることを目的に設立され、防災基本計画及び国民の保護に関する基本方針にも規
定されています。
近畿地方非常通信協議会は、昭和37年1月に設立され、現在124機関（自治体、

消防機関、放送、通信、鉄道など公共事業者等）で構成され、非常通信確保のための
活動を行っています。

津波○
16%

津波△
23%

津波×
56%

その他
5%

津波○
37%

津波△
17%

津波×
41%

その他
5%
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AIS（船舶自動識別装置）

国際VHF（船舶共通通信システム）

PLB（携帯用位置指示無線標識）

船舶の位置・速度・進行方向
等の情報をお互いに交換すること
で、船舶の動向を把握し、衝突
防止・安全航行に高い効果を
発揮する無線設備です。

大型船には既に設置が義務づけ
られており、全世界で使われ、遭
難・緊急時などの通信を行う無線
設備で、大型船と小型船が直接
通信を行うことが可能となります。

携帯電話や船舶無線が通じないような
海域でも、海上遭難時に位置情報と識
別信号を人工衛星を経由して海難救助
機関（海上保安庁等）に伝送する全世
界的な救助システムです。

＜お問い合わせ先＞ 無線通信部 航空海上課 06-6942-8539

小型船舶の安全向上のための無線システムの普及促進

瀬戸内海の明石海峡をはじめ小型船舶と大型船舶が多数行き交う海域では、衝突
事故防止が大きな課題です。その対策のために効果的な無線システムの普及について、
関係省庁や漁業団体、マリーナ等と連携して取り組んでいます。

設備の概要

当局の主な取組み

＜漁協、マリーナ等と連携した周知啓発＞
AIS等の有効性や活用事例を紹介し、

その理解を深めるための取組を行います。

AISを活用した所属船の管理システムの例
(香住漁業無線局)

＜関係機関との連携＞
海難事故防止に向けた課題を共有しなが

ら、関係省庁等と連携して取り組みます。
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簡易型ＡＩＳ搭載船舶の推移(管内20t未満)
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